
加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 市域図経年変化修正事業
部 局 名 都市計画部

課（室）名 都市計画課

基 本 目 標 ０５快適に暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１機能的・効率的なまちを形成する

施 　 　 策 ０１計画的な土地利用を進める

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 08 

項 05 

目 10 

細  目 030  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
都市計画法、測量法、地理空間情報活用推進基本法

現 状 と 課 題

道路、建物等の地形地物の更新が地形図に反映されていない。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市域全域

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

計画的な土地利用を進める上で重要な都市計画図の基本となる基盤図（デジタ
ルマップ）を修正する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

秩序ある市街化の促進、都市機能の適切な誘導。

41,36000

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 41,360

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

引き続き定期的に市域図の更新を実施する。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 41,360

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

土木費

都市計画費

計画調査費

市域図経年変化修正事業

- 737 -



加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 市域図経年変化修正事業
部 局 名 都市計画部

課（室）名 都市計画課

％

対 象 指 標 名

市域における経年変化
区域

13,84800

成 果 指 標
分 析 結 果

デジタルマップにおける経年変化箇所修正は完了した。

業務委託進捗率 ％ 10000

活 動 指 標
分 析 結 果

業務委託は完了した。

デジタルマップの修正
度合い

目 標 値

100

目標年度

令和2年
度

10000

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

ｈａ

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 都市計画基本方針策定事業
部 局 名 都市計画部

課（室）名 都市計画課

基 本 目 標 ０５快適に暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１機能的・効率的なまちを形成する

施 　 　 策 ０１計画的な土地利用を進める

事 業 実 施 期 間 令和元年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 08 

項 05 

目 10 

細  目 010  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
都市計画法

現 状 と 課 題

少子高齢化の急速な進展などの人口構造の変化や拡大社会から成熟社会へ移行
し、時代にあった都市計画が求められている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市域全域及び市民

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

加古川市総合基本計画、都市計画区域マスタープラン（兵庫県策定）の改訂に
あわせて、パブリックコメント等を経て、都市計画マスタープランの見直しを
行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

都市計画法第１８条の２に基づき、本市の都市計画の基本方針である都市計画
マスタープランを策定する。また、その内容を周知することにより、市民のま
ちづくりに対する関心を高め、市民参加のまちづくりを促進する。

4,07000

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 4,070

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

引き続き都市計画マスタープランの改定作業を進める。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 4,070

そ の 他 特 財

令和4年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

土木費

都市計画費

計画調査費

土地利用計画事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 都市計画基本方針策定事業
部 局 名 都市計画部

課（室）名 都市計画課

件

対 象 指 標 名

都市計画マスタープラ
ン改定

000

成 果 指 標
分 析 結 果

都市計画マスタープラ
ン改定業務委託

件 100

活 動 指 標
分 析 結 果

都市計画マスタープラ
ン改定業務委託

目 標 値

2

目標年度

令和4年
度

100

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

回

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 市街化調整区域のまちづくり支
援事業

部 局 名 都市計画部

課（室）名 都市計画課

基 本 目 標 ０５快適に暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１機能的・効率的なまちを形成する

施 　 　 策 ０１計画的な土地利用を進める

事 業 実 施 期 間 平成18年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 その他

会  計 01 

款 08 

項 05 

目 01 

細  目 055  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市都市計画法に基づく開発行為の許可の基準等に関する条例

現 状 と 課 題

地区まちづくり計画等の策定が進み、集落地区において住宅等の建築が可能に
なり、地域コミュニティの維持に役立っており、都市計画の側面的支援として
の取組みが進んでいる。開発許可制度とのより合理的な連携が必要である。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市北部に位置する志方町・平荘町・上荘町・八幡町の地元住民・土地利用

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

まちづくり協議会に対し、コンサルタント委託により専門家を派遣し、地区の
将来構想や土地利用計画を定めた「地区まちづくり計画」の策定および、地域
に必要な建築物を建てることができる「特別指定区域」の指定の支援を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

対象地区の住民自らが地区の現状や課題について考えることにより地域力（自
主性・自立性）の向上と住民同士の繋がりが築かれる。また、特別指定区域の
指定により、住宅等の建築が促進され、Ｕターンや新規居住者の受け入れによ
り、集落のコミュニティの維持と活性化を図る。

5,0963,1380

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 5,096

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

当事業による住民主体のまちづくり支援は、住民のニーズを把握し、適正で計
画的な土地利用等の誘導を図るなど、市民と行政の「協働」による地域の課題
解決に向けた取組みであり、総合計画など市施策への貢献度は大きいと考え
る。また、市北部の集落地区における市民の生活や事業環境を守る重要な役割
を担っており、継続的に事業を維持していくことが適当と判断する。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 5,096

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

土木費

都市計画費

都市計画総務費

市街化調整区域のまちづくり支援
事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 市街化調整区域のまちづくり支
援事業

部 局 名 都市計画部

課（室）名 都市計画課

地区

件数

対 象 指 標 名

田園まちづくりを行っ
た地区数

373636

成 果 指 標
分 析 結 果

活動指標同様に、コンサルタント委託による支援により順調に特別指定区域が指定され成果
となっている。

１地区当りのまちづく
り協議会開催回数

回 551

１地区当りのアンケー
ト・意向調査実施回数

回 111

活 動 指 標
分 析 結 果

まちづくり協議会開催回数、アンケート実施については、コンサ
ルタント委託による支援の中で順調に活動が行われている。

田園まちづくり制度に
よる特別指定区域指定
地区数

目 標 値

58

目標年度

令和2年
度

373636

田園まちづくり制度に
よる建築物立地件数

7令和2年
度

13125

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

地区

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 地区計画策定事業
部 局 名 都市計画部

課（室）名 都市計画課

基 本 目 標 ０５快適に暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１機能的・効率的なまちを形成する

施 　 　 策 ０１計画的な土地利用を進める

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 08 

項 05 

目 01 

細  目 060  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

地域が主体となってまちづくりに参画し地区計画を策定することで、良好な住
環境の創出に取り組む地域がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川市景観まちづくり条例に基づき認定されたまちづくり協議会

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

地区計画の決定ほか土地利用転換に必要な図書作成にかかる調査費等の助成。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

地域住民の主体的な参画のもと、景観に配慮したうるおいとやすらぎのある美
しいまちづくりの実現を図る。

1,33900

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 1,339

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充 ■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 1,339

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

土木費

都市計画費

都市計画総務費

地区計画策定事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 地区計画策定事業
部 局 名 都市計画部

課（室）名 都市計画課

地区

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

まちづくりルール計画
数

件 200

活 動 指 標
分 析 結 果

地区計画等の指定地区
数（累計）

目 標 値

17

目標年度

令和2年
度

000

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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